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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この細則は、国立大学法人埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規

則（以下「規則」という。）第51条及び第68条に基づき、本学における保有個人

情報及び個人番号（以下「保有個人情報等」という。）の保護及び非識別加工情

報の作成及び提供等に関して必要な事項を定める。

（個人識別符号）

第２条 規則第２条第４項の別に定める文字、番号、記号その他の符号は、次に掲

げるものとする。

(1) 次に掲げる身体の特徴のいずれかを電子計算機の用に供するために変換した

文字、番号、記号その他の符号であって、特定の個人を識別するに足りるもの

として独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律施行規則（平成

29年３月31日制定。以下「施行規則」という。）第２条に定める基準に適合す

るもの

イ 細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名ＤＮＡ）を構成する塩基の配

列

ロ 顔の骨格及び皮膚の色並びに目、鼻、口その他の顔の部位の位置及び形状

によって定める容貌

ハ 虹彩の表面の起伏により形成される線状の模様

ニ 発声の際の声帯の振動、声門の開閉並びに声道の形状及びその変化



ホ 歩行の際の姿勢及び両腕の動作、歩幅その他の歩行の態様

へ 手のひら又は手の甲若しくは指の皮下の静脈の分岐及び端点によって定ま

るその静脈の形状

ト 指紋又は掌紋

(2) 旅券法（昭和26年法律第267号）第６条第１項第１号

(3) 国民年金法（昭和34年法律第141号）第14条に規定する基礎年金番号

(4) 道路交通法（昭和35年法律第105号）第93条第１項第１号の免許証の番号

(5) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第７条第13号に規定する住民票コー

ド

(6) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成25年法律第27号）第２条第５項に規定する個人番号

(7) 次に掲げる証明書にその発行を受ける者ごとに異なるものとなつように記載

された施行規則第３条に定める文字、番号、記号その他の符号

イ 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第９条第２項の被保険証

ロ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第54条第３項の

被保険者証

ハ 介護保険法（平成９年法律第123号）第12条第３項の被保険者証

(8) その他前各号に準ずるものとして施行規則４条に定める文字、番号、記号そ

の他の符号

（要配慮個人情報）

第３条 規則第２条第５項の別に定める記述等は、次に掲げる事項のいずれかを内

容とする記述等（本人の病歴又は犯罪の経歴に該当するものを除く。）とする。

(1) 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他施行規則第５条

に定める心身の機能の障害があること。

(2) 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（次号において

「医師等」という。）により行われた疾病の予防及び早期発見のための健康診

断その他の検査（同号において「健康診断等」という。）の結果

(3) 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由とし

て、本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導又は診療若しく

は調剤が行われたこと。

(4) 本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、拘留、公訴の提起そ

の他の刑事事件に関する手続が行われたこと。

(5) 本人を少年法（昭和23年法律第168号）第３条第１項に規定する少年又はそ

の疑いがある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分その他の少年の保

護事件に関する手続が行われたこと。



（埼玉大学非識別加工情報ファイル）

第４条 規則第２条第13項第２号の別に定めるものは、これに含まれる埼玉大学非

識別加工情報を一定の規則に従って整理することにより特定の埼玉大学非識別加

工情報を容易に検索することができるように体系的に構成した情報の集合物であ

って、目次、索引その他検索を容易にするためのものを有するものとする。

第２章 保有個人情報等の取得・利用・提供・管理

（利用目的の明示取得等）

第５条 保有個人情報等を取得する場合には利用目的を明示し、その利用目的の達

成に必要な範囲を超えて取得してはならない。

２ 保護管理者は、本学が取得する保有個人情報等の利用目的、取得する保有個人

情報等の具体的内容を明確にし、「個人情報ファイル簿（新規・変更・削除）報

告書」（別紙様式第１）により、「個人情報ファイル簿」（別紙様式第２）にその

内容を記載しなければならない。

（目的外利用の禁止）

第６条 取得した保有個人情報等は、当初設定した利用目的以外に使用してはなら

ない。

２ 保護管理者は、「個人情報ファイル簿」に記載されている目的を変更又は追加

する必要が生じた場合には、直ちに総括保護管理者に報告しなければならない。

３ 総括保護管理者は、前項に基づく利用目的の変更又は追加を必要と認めた場合

には、速やかにその事実を公表又は通知するとともに、「個人情報ファイル簿」

にその内容を反映させなければならない。

（保有個人情報等取得時の通知・公表事項）

第７条 本人から直接、保有個人情報等を取得する場合には、下記の事項を明示し

なければならない。

(1) 本学の保有個人情報等に関する問い合わせ、相談及び苦情窓口の責任者、所

属及び連絡先

(2) 保有個人情報等の利用目的

(3) 保有個人情報等の提供を行うことが予定される場合には、その目的、提供す

る個人情報の項目、提供の手段又は方法、当該情報の個人情報受領者又は個人

情報受領者の組織の種類、属性及び個人情報の取扱いに関する契約の有無

(4) 保有個人情報等の開示を求める権利及び開示の結果、当該情報が誤っている

場合に訂正又は削除を要求する権利の存在、利用又は提供の拒否権、並びに当

該権利を行使するための具体的な方法

（保有個人情報等授受の明確化）



第８条 保護担当者は、担当業務において学外の協力会社等と保有個人情報等に係

る情報を受託又は委託する場合には、速やかに、その内容を保護管理者に報告し

なければならない。

２ 保護管理者は、当該保有個人情報等の授受を確認の上、「授受簿（取得・提

供）」（別紙様式第３）又は「授受簿（委託）」（別紙様式第４）にて保有個人情

報等の授受を明確にしなければならない。

（複製物管理の徹底）

第９条 保護管理者又は保護担当者は、管理対象である既存の保有個人情報等をも

とにバックアップ、加工等を目的として複製した保有個人情報等についても、保

有個人情報等として管理の対象としなければならない。

２ 業務終了後に保有個人情報等を返却・消去する場合には、学内コンピュータの

ハードディスク内に保管された複製物についても、返却・消去処理を失念しない

よう十分留意しなければならない。

（保有個人情報等の保管）

第１０条 保護管理者又は保護担当者は、原則として、保有個人情報等が記載され

ている管理用帳票類、電子媒体等の盗難、紛失、破損等が生じないように、鍵の

かかるキャビネット、机、金庫等に収納、施錠する。

２ 保有個人情報等が保管されているキャビネット、机、金庫等については、鍵の

保管責任者を決定しなければならない。

（保有個人情報等の返却・廃棄・消去）

第１１条 保護管理者は、保有個人情報等の返却・廃棄・消去の処理に関して、安

全かつ信頼出来る方法により、返却・廃棄・消去しなければならない。

２ 保有個人情報等の処理の過程で必要とされる個人データ、複製物についても前

項と同様に取り扱わなければならない。

３ 現場での使用が終了し、廃棄までに一時的に倉庫等に保管する保有個人情報等

については、紛失防止に努めなければならない。

第３章 保有個人情報等に関する苦情・相談

（苦情・相談窓口）

第１２条 苦情・相談窓口に関する役割は、下記のとおりとする。

(1) 総務部総務課の保護管理者を「窓口責任者」とし、本人又は保護者（以下

「本人等」という。)からの苦情・相談を受け付ける窓口とする。

(2) 総務部総務課の保護担当者を「窓口担当者」とし、苦情・相談の対応を行う。

(3) 窓口担当者は、必要に応じ各部局等の保護管理者又は保護担当者に苦情･相

談の具体的対応を依頼する。

（苦情･相談受付窓口の公表）



第１３条 本学がホームページや学校案内等に掲載する個人情報保護方針には、苦

情・相談の窓口として、「苦情･相談受付窓口」を明記し、本人等が容易にアク

セス可能とするために電話番号、E-mail等も併記する。

２ 本学が個人情報を直接取得する場合の申請書等には、書面等の適当な場所に、

苦情・相談受付窓口を明記する。

(本人確認の励行）

第１４条 保有個人情報等に関する苦情・相談は本人等からの問合せ等に限って受

け付ける。

２ 窓口担当者は、本人等から問合せ等があった場合には、その者が間違いなく本

人等であることを確認しなければならない。

３ 確認方法は、身分証明書の提示、本人等しか知り得ない情報について質問等の

他、電話番号の登録がある場合には、一旦電話を切り改めて登録されている電話

番号にかけ直す等がある。

（苦情･相談内容の確認）

第１５条 保有個人情報等に関する苦情・相談については、放置することなく速や

かに対応しなければならない。

２ 調査に時間がかかり、相当数の日数を要すると予想される場合には、予め本人

等に了解を得る等してクレームに発展しないよう配慮しなければならない。

（回答方法）

第１６条 苦情・相談に対する回答は、先方の希望する方法によるものとする。

２ 苦情への回答は、とくに誠意をもって行うものとし、不適切な対応から問題を

更に大きくしないよう心がけなければならない。

（苦情･相談に関する記録及び報告）

第１７条 窓口担当者又は窓口担当者から依頼を受けた各部局等の保護管理者及び

保護担当者は、苦情・相談の内容及び具体的に行った対応を「苦情・相談記録

簿」（別紙様式第５）に記録し、窓口責任者に報告しなければならない。

２ 窓口責任者は、苦情・相談の内容及び対応結果を総括保護管理者に報告しなけ

ればならない。

３ 記録は本人等からの問合せ等があった場合だけでなく、警察、裁判所、代理人

ないしは第三者等、本人等以外の者からの問合せがあった場合でも、必ず残さな

ければならない。

（是正処置の実施検討）

第１８条 総括保護管理者は、窓口責任者から報告される「苦情・相談記録簿」の

内容を確認し、同様の苦情・相談が今後も発生する可能性が高く、かつその原因

が本学にあると判断した場合には、その原因を取り除く是正処置を実施しなけれ



ばならない。

第４章 個人情報保護に関する是正・予防処置

（是正処置の対象）

第１９条 保有個人情報等の取扱いに関わる業務において適切に実施すべき是正処

置の対象は、下記のとおりとする。

(1) 日常業務の中で生じた保有個人情報等の不適切な取扱いで、総括保護管理者

が是正処置の必要があると判断したもの。

(2) 「苦情・相談記録簿」によって受付・処理された苦情で、総括保護管理者が

是正処置の必要があると判断したもの。

（予防処置の対象）

第２０条 保有個人情報等の取扱いに関わる業務において対象となる予防処置は、

日常業務の中で生じた保有個人情報等の不適切な取扱いで、総括保護管理者が予

防処置の必要があると判断したものをいう。

２ 教職員は、他の国立大学法人又は私学等において個人情報に関わる問題が発生

した場合等、今後本学にて保有個人情報等に関わる問題の発生が予想される場合

には、当該保有個人情報等に関わる問題を総括保護管理者に報告する。

（処置要否の基準）

第２１条 総括保護管理者は、処置の是非を判断する上で、下記の事項を考慮しな

ければならない。

(1) 本人に与える影響

(2) 本学運営に与える影響

(3) 再発可能性

(4) 費用対効果

（報告書の作成）

第２２条 総括保護管理者は、処置が必要と判断した場合には、担当部門の保護管

理者に「是正処置報告書」（別紙様式第６）又は「予防処置報告書」（別紙様式

第７）を作成させなければならない。

（各処置策の決定）

第２３条 総括保護管理者は、「是正処置報告書」又は「予防処置報告書」の内容

を確認し、是正・予防処置の実施を保護管理者に命じなければならない。

２ 是正・予防処置を実施する保護管理者は、具体的な処置方法を検討し、総括保

護管理者の承認を得た上で実行する。

３ 総括保護管理者は、具体策検討の結果、第18条に定める判断基準に照らして是

正・予防処置の実施が適当でないと判断した場合には、当該処置を取りやめるこ

とができる。



（処置の効果の確認）

第２４条 総括保護管理者は、是正・予防処置を実施した後の適切な時期に、当該

処置の効果があったかどうかを確認しなければならない。

２ 総括保護管理者は、万一効果が確認されない場合には、改めて是正・予防処置

の実施責任者に当該処置方法を検討させ、再度実施させる。

第５章 個人情報保護に関する評価・見直し

（見直しの実施手順）

第２５条 総括保護管理者は、下記の事項が発生した場合に、個人情報保護に関す

る諸施策の見直しを行うことができる。

(1) 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律をはじめ、本学が参

照すべき法令に改訂が生じたとき。

(2) 内部監査又は外部監査により、重大な運用上の欠陥が発見されたとき。

(3) 組織変更、運営環境の急激な変化が発生したとき。

(4) その他、総括保護管理者が個人情報保護に関する諸施策の見直しが必要と判

断したとき。

２ 総括保護管理者は、見直しのための参考資料として、下記に関する資料の提出

を求めることができる。

(1) 内部監査、外部監査の結果

(2) 苦情・相談の発生状況

(3) 是正処置、予防処置の結果

(4) その他、保護管理者が評価・見直し実施に必要と判断したもの

３ 総括保護管理者は、評価・見直しにおいて、下記の事項について検討する。

(1) 個人情報保護方針の見直しの要否

(2) 個人情報保護に関する諸施策変更の要否

（事後フォロー）

第２６条 総括保護管理者は、評価・見直しの結果、個人情報保護方針の見直しが

必要と判断した場合には、個人情報保護方針の変更を指示しなければならない。

２ 保護管理者は、評価・見直しの結果、総括保護管理者より個人情報保護に関す

る各施策の変更の指示がされた場合には、関係部門に指示し、変更の手続きを取

らせなければならない。

第６章 埼玉大学非識別加工情報の作成及び提供等

（提案の方法等）

第２７条 規則第54条第１項の提案は、同条第２項の規定により、別紙様式８によ

り行うものとする。



２ 代理人によって規則第54条第１項の提案をする場合にあっては、別紙様式８に

当該代理人の権限を証する書面を添えて行うものとする。

３ 規則第54条第３項の別に定める書類は、次のとおりとする。

(1) 提案をする者が個人である場合にあっては、その氏名及び住所又は居所と同

一の氏名及び特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25

年法律第27号）第２条第７項に規定する個人番号カード、出入国管理及び難民

認定法（昭和26年政令第319号）第19条の３に規定する在留カード、日本国と

の平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法

（平成３年法律第71号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書その他法律

又はこれに基づく命令の規定により交付された書類の写しであって、その者が

本人であることを確認するに足りるもの

(2) 提案をする者が法人その他の団体である場合にあっては、その名称及び本店

又は主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名と同一の名称及び本店又は主た

る事務所の所在地並びに氏名が記載されている登記事項証明書又は印鑑証明書

で提案の日前６月以内に作成されたものその他法律又はこれに基づく命令の規

定により交付された書類であって、その者が本人であることを確認するに足り

るもの

(3) 提案をする者がやむを得ない事由により前２号に掲げる書類を添付できない

場合にあっては、当該提案をする者が本人であることを確認するため本学が適

当と認める書類

(4) 前各号に掲げる書類のほか、埼玉大学が必要と認める書類

４ 規則第54条第３項第１号の書面は、別紙様式第９（規則第61号第２項で準用す

る場合も含む。）によるものとする。

５ 前項の規定は、代理人によって規則54条第１項の提案をする場合に準用する。

この場合において、前項第１号から第３号までの規定中「提案をする者」とある

のは「代理人」と読み替えるものとする。

６ 本学は、規則第54条第２項の規定により提出された書面又は同条第３項の規定

により添付された書類に不備があり、又はこれらに記載すべき事項の記載が不十

分であると認めるときは、規則54条第１項の提案をした者又は代理人に対して、

説明を求め、又は当該書面若しくは書類の訂正を求めることができる。

（提供に係る埼玉大学非識別加工情報を事業の用に供する期間）

第２８条 規則第56条第１項第５号の期間は、規則第54条第２項第５号の事業並び

に同号の提案に係る埼玉大学非識別加工情報の利用の目的及び方法からみて必要

な期間とする。

（審査した結果の通知方法及び通知事項）



第２９条 規則第56条第２項による通知は、別紙様式第10の通知書により行うもの

とする。

２ 規則第56条第３項の規定により、同条第２項による通知を行う場合は、次に掲

げる書類を添える者とする。

(1) 別紙様式第11（規則第61条第２項で準用する場合を含む。）により作成し

た規則第58条の規定による埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の締結

の申込みに関する書類

(2)前号の契約の締結に関する書類

３ 規則第56条第４項による通知は、別紙様式第12号の通知書により行うものとす

る。

（埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の締結）

第３０条 規則第58条の規定による埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の

締結は、前条第２項に掲げる書類を提出することにより行うものとする。

（手数料）

第３１条 規則第62条第１項の規定による手数料の額は、次項の場合を除き、２１，

０００円に次に掲げる額の合計額を加算した額とする。

(1) 規則第57条第１項において準用する独立行政法人等の保有する情報の公開に

関する法律第14条第１項又は第２項の規定により意見書の提出の機会を与える

同条第１項に規定する第三者１人につき２１０円（当該機会を与える場合に限

る。）

(2) 埼玉大学非識別加工情報の作成に要する時間１時間までごとに３，９５０円

(3) 埼玉大学非識別加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う額（当該委

託をする場合に限る。）

２ 規則第51条第２項において準用する規則第58条の規定により埼玉大学非識別加

工情報の利用に関する契約を締結する場合の規則第62条第１項の規定により納付

しなければならない手数料の額は、次の各号に掲げる契約を締結する者の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 次号に掲げる者以外の者 規則第58条の規定により当該埼玉大学非識別加工

情報の利用に関する契約を締結する者が規則第62条第１項の規定により納付し

なければならない手数料の額と同一の額

(2) 規則第58条（規則第61条第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

り当該埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約を締結した者 １２，６０

０円

(3) 手数料の納付は、現金による払込又は埼玉大学が指定する金融機関の口座へ

の振込により行うものとする。



(4) 前項の現金による払込は、情報公開室において行うものとする。

（埼玉大学非識別加工情報の提供に係る第三者に対する意見書提出の機会の付

与等）

第３２条 規則第57条第１項において読み替えて準用する独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）第14条第１項の別に定める

次項は、次に掲げる次項とする。

(1) 規則第54条第１項の提案の年月日

(2) 規則第54条第１項の提案に係る個人情報ファイルの記録項目

(3) 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限

２ 規則57条第１項において読み替えて準用する独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律第14条第２項の別に定める次項は、次に掲げる事項とする。

(1) 規則第54条第１項の提案の年月日

(2) 規則第57条第１項において準用する独立行政法人等の保有する情報の公開に

関する法律第14条第２項第１号又は第２号の規定の適用の区分及び当該規定を

適用する理由

(3) 規則第５４条第１項の提案に係る個人情報ファイルの記録項目

(4) 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限

（準用）

第３３条 第27条（同条第６項を除く）、第28条、第29条（同条第２項第１号を除

く。）及び第30条までの規定は、規則第61条第１項の提案をする場合について

準用する。この場合において、第27条第１項及び第２項中「別紙様式第８号」

とあるのは「別紙様式第13号」と、第29条第１項中「別紙様式第10号」とある

のは「別紙様式第14号」と、第29条第３項中「別紙様式第12号」とあるのは

「別紙様式第15号」と読み替えるものとする。

附 則

この細則は、平成18年６月８日から施行する。

附 則（平成27.10. 8 27規則26）

この細則は、平成27年10月８日から施行する。

附 則（平成27.12.17 27規則33）

この細則は、平成27年12月17日から施行する。

附 則（平成29. 3.23 28規則36）

この細則は、平成29年３月23日から施行する。

附 則（平成29.10.5 29規則12）

この細則は、平成29年10月５日から施行する。



（別紙様式第１）

所属部局等：

記入者    ：

　Ａ．総括

□ 氏名 □ 生年月日□ 住所 □ 性別 □ 連絡先電話番号

その他：（具体的項目）

① 本人からの申し出又は提出

（提出書類名を付記）

② 学内部局等からの提供

（提供元部局を付記)

③ 他機関からの提供

（提供元機関を付記)

④ その他

① 提供していない

② 提供している

「②　　提供している」場合の提供先］：

① 無

② 有

「有」の場合は、具体的利用目的を記載：

① 外部委託（一部を含む）している

② 派遣職員が行っている

③ 業務委託等は行っていない

① 保存期間の定めが無い 「②」の場合は保存期間（年）

② 保存期間の定めが有る

「①　保存期間の定めが無い場合の理由」

　Ｂ．情報システムにおける安全性（Ａ総括　２．「媒体」で電磁的記録に該当する場合のみ）

① パスワード等（ＩＣカード、生体認証等）で保護している

② パスワード等（ＩＣカード、生体認証等）で保護し、暗号化も行っている

③ 特段の措置は講じていない

① アクセス状況を記録し、一定期間保存している

② アクセス状況を記録し、一定期間保存するとともに改ざん防止措置も講じている

③ 特段の措置は講じていない措置

① 不正アクセス防止策を講じている

② ウィルス等による情報漏えい、滅失、毀損のための対策を講じている

③ 特段の措置は講じていない

保護管理者

回答

９．保存期間（保存期限）

６．当該情報の提供
    （本人への提供を除く)

回答

７．当該ファイルの目的外利用の有無

回答

４．当該ファイルの保有目的

５．当該情報の取得方法
                        （複数回答可)

回答

３．．媒体及び記録件数 媒体 記録件数 件
　①電磁的記録　②紙媒体　③

回答：

個人情報ファイル簿（新規・変更・削除）報告書

１．個人情報ファイルの名称

８．業務委託等状況 回答

２．個人情報ファイルの個人情報の種類

調　　　　　査　　　　　事　　　　　項 回答

１．アクセス制御・制限

２．アクセス記録

３．不正アクセス、ウイル
ス対策

（複数可)

裏 面 に 続 く



（別紙様式第１）

① 原票と入力内容との照合、処理前後の情報内容確認を行っている

② 特段そのような措置は講じていない

① バックアップ等によりデータ保全対策を講じている

② バックアップ等によるデータ保全とバックアップ媒体の安全対策も講じている

③ 特段そのような措置は講じていない

① システム設計書、構成図等の外部漏えい防止策を講じている

② 特段そのような措置は講じていない

① 処理等を行なう端末を限定している

② 利用者を限定している

③ 特段そのような措置は講じていない

① セキュリティワイヤー等で端末を固定している　②　 設置部屋の施錠をしている

③ 上記①②のいずれも講じていない

① 端末の持ち出し、または他の端末を外部から持ち込むことがある

② 持ち出しや持込はしていない（認めていない）

① 使用状況に応じてログオフを徹底している

② 特段そのような措置は講じていない

① 保存期限後は漏えい防止を意識した廃棄・消磁手順等を定めている

② 特段そのような措置は講じていない

　Ｃ．保管状況（Ａ総括　２．「媒体」で「紙媒体」に該当する場合のみ）

① 使用者を制限するとともに、鍵付の書類保管庫に施錠保管している

② 鍵付の書類保管庫に保管し、使用後は施錠している

③ 鍵付の書類保管庫に保管しているが、施錠はしていない

④ 耐火金庫に保管している

⑤ その他（具体的保管状況 ）

① 保存期限経過後はシュレッダーで裁断する等、漏えい防止行っている

② 専門業者に裁断・溶解等の策を講じた廃棄を依頼し廃棄証明を受けている

③ 通常の資源ゴミとして廃棄している

④ 永久保存のため廃棄は行っていない

　Ｄ．情報システム室・執務室（Ａ総括　２．「媒体」に拘わらず）

① 入室・退室の状況を記録している（記録簿作成）

② パスワード、カードキー等により入退室を管理している

③ 部外者の入室には立会人を付けている

④ 監視装置、警報装置等を設置している

⑤ その他、事故防止のための措置を講じている

（具体的施策 ）

⑥ 特段の措置は講じていない（通常のドア施錠のみ等）

　Ｅ．当該個人情報ファイルの公表について

９．端末等の持ち出し

７．端末・利用者の限定

前 面 よ り

８．端末の盗難防止等
（複数可)

４．入力情報の照合・正
確性の確保等

５．データ保全対策

６．情報システム設計書
等の管理

１．アクセス制御・制限

２．廃棄

１．当該個人情報は、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」
及び政令で定めた「個人情報ファイル簿」として公表する対象となるか
※不明な点は、総務部総務課までお問合せください。

①　公表対象

②　公表しない

１０．第三者の閲覧防止

１１．廃棄・消磁等

調　　　　　査　　　　　事　　　　　項 回答

調　　　　　査　　　　　事　　　　　項 回答

１．当該個人情報を取り
扱う部屋の状況

調　　　　　査　　　　　事　　　　　項 回答

（複数可)



（別紙様式第２）

個人情報ファイルの名称

独立行政法人等の名称

個人情報ファイルが利用に供さ
れる事務をつかさどる組織の名
称

個人情報ファイルの利用目的

個人情報ファイルの記録項目

記録範囲

記録情報の経常的提供先

（名　称）

（所在地）

他の法律又はこれに基づく命令
の規程による、訂正、利用停止等
に特別の手続等

個人情報ファイルの種別

個人情報ファイル簿

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地



（別紙様式第３） 授受簿（取得・提供）

受/渡 受渡日
データ

または資料名
発送(先/元)
会社名

発送(先/元)
担当者氏名

本学受渡
担当者

媒体種類 数量 特記事項 個人情報ファイル簿該当名称



（別紙様式第４） 授受簿（委託）

受渡日
データ

または資料名
含まれる
個人情報

個人情報ファイル
簿該当名称

委託先会社名
本学受渡
担当者

媒体種類 数量 複写
廃棄･返却
予定日

廃棄･
返却日

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾀ
削除予定日

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾀ
削除日

備　　考

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

  年  月  日 有・無   年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日

部局名：



（別紙様式第５）

苦情・相談記録簿 

受付日 平成   年   月   日 
窓口責任者 窓口担当者 

本 人 の 属 性 

住 所 

氏 名 

電話番号 （      ）       － 

対応部局名： 

苦

情 

及

び

相

談

の

内

容 

経

緯

・

原

因 

対

処 

結

果 

（処理完了日 年 月 日）
保護管理者 保護担当者 

再

発

防

止

策

等 

（必要な場合） 
保護管理者 保護担当者 



（別紙様式第６） 

是正措置報告書 
№  

発行元 

発行日 

Ⅰ．件名 

（発生日：   年  月  日） 

Ⅱ．不適合の内容    

Ⅲ．不適合の原因   

Ⅳ．是正措置案     （   年  月  日） 

承認 担当 

Ⅳ．是正措置対策の報告 （   年  月  日） 

承認 担当 

Ⅴ．是正措置の効果の確認（   年  月  日） 

承認 担当 



（別紙様式第７） 

予防措置報告書 
№  

発行元 

発行日 

Ⅰ．件名                    

Ⅱ．起こりうる不適合及びその原因 

 作成者 

Ⅲ．予防措置の必要性の評価 

  （要・不要） 

（理由）   

 評価者 作成者 

Ⅳ．予防措置の立案 

 承認者 作成者 

Ⅴ．予防措置の実施報告 （   年  月  日） 

 確認者 実施者 

Ⅵ．予防措置の効果の確認（   年  月  日） 

 承認者 確認者 



別紙様式第８（第２７条第１項関係） 

埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う事業に関する提案書 

年  月  日

（埼玉大学長） 殿

郵 便 番 号

               （ふりがな）

               住所又は居所（法人その他の団体にあっては、本店又は

主たる事務所の所在地を記載すること。）

               （ふりがな）

               氏 名（自筆で記入したときは、押印を省略でき

る。法人その他の団体にあっては、名称及

び代表者の氏名を記載することとし、代表

者が自筆で記入したときは押印を省略でき

る。）               印

               連 絡 先（連絡のとれる電話番号及び電子メールア

ドレスを記載すること。担当部署等がある

場合は、当該担当部署名及び担当者を記載

すること。）

埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第５４条第１項の規定により、以下の

とおり埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う事業に関する提案をします。

１．個人情報ファイルの名称 

２．埼玉大学非識別加工情報の本人の数 

３．加工の方法を特定するに足りる事項 

４．埼玉大学非識別加工情報の利用 

（１）利用の目的 

（２）利用の方法 



（３）利用に供する事業の内容 

（４）上記（３）の事業の用に供しようとする期間 

５．漏えいの防止等埼玉大学非識別加工情報の適切な管理のために講ずる措置 

６．埼玉大学非識別加工情報の提供の方法 

（１）提供媒体  ＣＤ－Ｒ  ＤＶＤ－Ｒ 

（２）提供方法  窓口受領  郵送 

記載要領 

１．「個人情報ファイルの名称」には、「埼玉大学ホームページ」において公表されて

いる個人情報ファイル簿（埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第５４

条第１項の提案の募集をする個人情報ファイルである旨が個人情報ファイル簿に記

載されている個人情報ファイルに限る。以下同じ。）の「個人情報ファイルの名称」

を記載すること。 

２. 「埼玉大学非識別加工情報の本人の数」には、提案をする者が提供を求める埼玉

大学非識別加工情報に含まれる本人の数（下限は千人）を記載すること。 

３.「加工の方法を特定するに足りる事項」には、埼玉大学において具体的かつ明確に

加工の方法を特定できる情報を記載すること。具体的には、個人情報ファイル簿に

掲載されている「記録項目」のうち埼玉大学非識別加工情報として提供を希望する

記録項目名及び当該記録項目名ごとの情報の程度（例えば、記録項目が「住所」で

あれば「都道府県名のみ」とする。）を記載すること。 

なお、提案のあった個人情報ファイルを構成する保有個人情報に、独立行政法人

等の保有する情報の公開に関する法律第５条第１号以外の不開示情報が含まれる場

合、当該不開示情報に該当する部分は加工対象から除かれることに注意すること。 

４.「埼玉大学非識別加工情報の利用」には、（１）から（４）までの事項を具体的に

記載すること。また、（４）の「上記（３）の事業の用に供しようとする期間」には、

事業の目的、内容並びに埼玉大学非識別加工情報の利用目的及び方法からみて必要

な期間を記載すること。 

５.「漏えいの防止等埼玉大学非識別加工情報の適切な管理のために講ずる措置」には、

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（匿名加工情報編）」を踏ま

えて記載すること。 

６．「埼玉大学非識別加工情報の提供の方法」には、該当する□のチェックボックスに

「レ」マークを入れること。 

 ７．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



別紙様式第９（第２７条第４項関係） 

誓  約  書 

年  月  日 

（埼玉大学長） 殿 

（ふりがな）

               氏 名（自筆で記入したときは、押印を省略でき

る。法人その他の団体にあっては、名称及

び代表者の氏名を記載することとし、代表

者が自筆で記入したときは押印を省略でき

る。）               印   

第５４条第３項 

                       第６１条第２項において準用す 

                       る第５４条第３項 

の規定により提案する者（及びその役員）が、同規則第５５条各号に該当しないことを誓

約します。 

 記載要領 

 １．不要な文字は、抹消すること。 

  ２．役員とは、取締役、執行役、業務執行役員、監査役、理事及び監事又はこれらに

準ずるものをいう。 

３．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。  

埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則



別紙様式第１０（第２９条第１項関係） 

     第     号

年  月  日 

審 査 結 果 通 知 書 

 （提案者） 様 

        埼玉大学長 印 

年  月  日付け「埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う事業に関す

る提案書」について、埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第５６条第１項各号

に掲げる基準に適合すると認めるので、同条第２項の規定により、以下の事項を通知します。 

１．契約の締結 

埼玉大学長との間で埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約を締結すること

ができます。 

埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の締結を申し込む場合は、下記２．に従

って手数料を納付の上、埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第１０章の規

定による埼玉大学個人情報の保護に関する細則第２９条第２項各号に掲げる書類を   

年  月  日（必着）までに提出してください。 

２．手数料 

（１）納付すべき手数料の額 

（２）手数料の納付方法 

（３）手数料の納付期限 

３．埼玉大学非識別加工情報の提供の方法 

４．その他 



別紙様式第１１（第２９条第１項第１号関係） 

埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の締結の申込書 

（第一面） 

年  月  日

埼玉大学長 殿

               郵 便 番 号

               （ふりがな）

               住所又は居所（法人その他の団体にあっては、本店又は

主たる事務所の所在地を記載すること。）

               （ふりがな）

               氏 名（自筆で記入したときは、押印を省略でき

る。法人その他の団体にあっては、名称及

び代表者の氏名を記載することとし、代表

者が自筆で記入したときは、押印を省略で

きる。）               印     

               連 絡 先（連絡のとれる電話番号及び電子メールア

ドレスを記載すること。担当部署等がある

場合は、当該担当部署名及び担当者を記載

すること。）

年  月  日付け第   号の「審査結果通知書」を受領しましたので、 

                  第５８条 

第６１条第２項で準用する第５８条 

の規定により埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の締結を申し込みます。 

記載要領 

  １．不要な文字は、抹消すること。 

２．埼玉大学非識別加工情報の利用に係る手数料は、埼玉大学の保有する個人情報の

保護に関する規則第１０章の規定による埼玉大学非識別加工情報の提供に関する規

則別紙様式第３により通知した事項に従って納付すること。 

  ３． 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則



（第二面） 

収 入 印 紙 貼 り 付 け 欄

（消印してはならない。）



別紙様式第１２（第２９条第３項関係） 

第     号 

年  月  日

審 査 結 果 通 知 書 

 （提案者） 様 

        埼玉大学長 印 

年  月  日付け「埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う事業に関

する提案書」について、以下の理由により、埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する

規則第５６条第１項第 号の基準に適合しないと認めるので、同条第４項の規定により通

知します。 

（提案が埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第５６条第１項各号に掲げる基

準に適合しないと認める理由） 



別紙様式第１３（第３３条において読み替えて準用する第２７条第１項関係） 

作成された埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う事業に関する提案書 

年  月  日

埼玉大学長 殿

郵 便 番 号

               （ふりがな）

               住所又は居所（法人その他の団体にあっては、本店又は

主たる事務所の所在地を記載すること。）

               （ふりがな）

               氏 名（自筆で記入したときは、押印を省略でき

る。法人その他の団体にあっては、名称及

び代表者の氏名を記載することとし、代表

者が自筆で記入したときは押印を省略でき

る。）               印

               連 絡 先（連絡のとれる電話番号及び電子メールア

ドレスを記載すること。担当部署等がある

場合は、当該担当部署名及び担当者を記載

すること。）

                       第６１条第１項前段

                       第６１条第１項後段 

より、以下のとおり作成された埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う事業（又は

事業の変更）に関する提案をします。

１．提案に係る埼玉大学非識別加工情報を特定するに足りる事項 

２．埼玉大学非識別加工情報の利用 

（１）利用の目的 

（２）利用の方法 

（３）利用に供する事業の内容 

（４）上記（３）の事業の用に供しようとする期間 

埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則 の規定に



３．漏えいの防止等埼玉大学非識別加工情報の適切な管理のために講ずる措置 

４．埼玉大学非識別加工情報の提供の方法 

（１）提供媒体  ＣＤ－Ｒ  ＤＶＤ－Ｒ 

（２）提供方法  窓口受領  郵送 

記載要領 

１．不要な文字は、抹消すること。 

２.「提案に係る埼玉大学非識別加工情報を特定するに足りる事項」には、埼玉大学の

保有する個人情報の保護に関する規則（以下「規則」という。）第６０条の規定によ

り個人情報ファイル簿に記載された埼玉大学非識別加工情報の概要を記載すること。 

３.「埼玉大学非識別加工情報の利用」には、（１）から（４）までの事項を具体的に

記載すること。また、（４）の「上記（３）の事業の用に供しようとする期間」には、

事業の目的、内容並びに埼玉大学非識別加工情報の利用目的及び方法からみて必要

な期間を記載すること。 

４.「漏えいの防止等埼玉大学非識別加工情報の適切な管理のために講ずる措置」には、

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（匿名加工情報編）」を踏ま

えて記載すること。 

５．「埼玉大学非識別加工情報の提供の方法」には、該当する□のチェックボックスに

「レ」マークを入れること（規則第６１条第１項前段の提案をする場合に限る。）。 

 ６．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



別紙様式第１４（第３３条において読み替えて準用する第２９条第１項関係） 

     第     号

年  月  日 

審 査 結 果 通 知 書 

 （提案者） 様 

        埼玉大学長 印 

年  月  日付け「作成された埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行う

事業に関する提案書」について、埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第６１条

第２項で準用する第５６条第１項第１号及び第４号から第７号までに掲げる基準に適合す

ると認めるので、同条第２項の規定により、以下の事項を通知します。 

１．契約の締結 

（埼玉大学長）との間で埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約を締結すること

ができます。 

埼玉大学非識別加工情報の利用に関する契約の締結を申し込む場合は、下記２．に従

って手数料を納付の上、埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第１０章の規

定による埼玉大学個人情報の保護に関する細則第２９条第１項各号に掲げる書類を   

年  月  日（必着）までに提出してください。 

２．手数料 

（１）納付すべき手数料の額 

（２）手数料の納付方法 

（３）手数料の納付期限 

３．埼玉大学非識別加工情報の提供の方法 

４．その他 



別紙様式第１５（第３３条において読み替えて準用する第２９条第３項関係） 

第     号 

年  月  日

審 査 結 果 通 知 書 

 （提案者） 様 

        埼玉大学長 印 

年  月  日付け「作成された埼玉大学非識別加工情報をその用に供して行

う事業に関する提案書」について、以下の理由により、埼玉大学の保有する個人情報の保

護に関する規則第６１条第２項で準用する第５６条第１項第 号の基準に適合しないと認

めるので、同条第４項の規定により通知します。 

（提案が埼玉大学の保有する個人情報の保護に関する規則第６１条第２項で準用する第５

６条第１項第１号及び第４号から第７号までに掲げる基準に適合しないと認める理由） 


